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健全な遵法経営を主目的とする提言 自由民主党の提 経済団体連合会の提言 (1997､2000､2004､2005､6) 日本監査役協会の提言 (1996､1997､社会経済生産性本
言 (1997､1998､ 1998､1999､2000､部の提言 (1998､
1999､2005) 2001､2002､2003､7) 2003)
経営効率化と企業競争 経済同友会の提言 (1996､1998､1999､ 日本コーポレートガヴアナンス.フォー
(出所)平田光弘【2000汗1990年代の日本における企業統治改革の基盤作りと提言｣『経営論集』第51号,東洋大
学,91-98貢を参照し､一部加筆し作成｡































































































































228 神奈川大学大学院経営学研究科 『研究年報』第14号 2010年3月
表4 日本のコーポレー ト･ガバナンス実践の目的
企業 会社形態 目的
オムロン株式会社 監査役設置会社 (1)戦略機能の強化と支援機能の効率化2 企業業績に連動した責任体制の確立
(3)独自の専門委員会の設置
帝人株式会社 監査役設置会社 (1)経営の透明性の確保2 公正
(3)経営の独立性
コニカミノルタHD株式会社 委員会設置会社 (1)企業価値の向上2 業績
(3)経営の効率性と透明性､そして公正性の確保と実現


































































































取締役数の減員 .常務会などの設置 .開催頻度の増加など意思決定の迅速化 79
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